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以下(1) ～ (10)のいずれかに該当する者及び入学日の前日ま

でに該当する見込みの者

(1) 日本国内の大学を卒業した者

(2) 大学評価・学位授与機構により学士の学位を授与された者

(3) 外国において学校教育における16年の課程を修了した者

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内

において履修することにより、当該外国の学校教育にお

ける16年の課程を修了した者

(5) 日本国内において、外国の大学の課程（その修了者が当該

外国の学校教育における16年の課程を修了したとされ

るものに限る）を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって、文部科

学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者

(6) 外国の大学その他の外国の学校において、修業年限が3

年以上の課程を修了することにより、学士の学位に相当

する学位を授与された者

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が4年以上であることそ

の他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに限る）

で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者

(8) 文部科学大臣が指定した者

(9) 外国において学校教育における15年の課程を修了し、本

研究科において、所定数の単位を優れた成績をもって修

得したものと認めた者

(10) 本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を

卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、22歳

に達した者

出願資格
55名（Ⅰ期・Ⅱ期・秋季の合計）

募集人員

入学試験日程

(1) 小論文

 ただし、条件を満たす者は出願時に免除申請できます。

　　（詳細は各入学試験要項で確認）

(2) 面接試問

試験科目

35,000円

入学検定料

※入学金は、初年度のみの納入です。本学卒業生は半額になります。
※学費の納入は半期ごとの分納です。
※学費等に消費税は課税されません。
※2020年度の学費等は未決定です。

学費等

入学金

授業料

教育充実料

学生健康保険互助組合費

合計

2019 年度（予定）

200,000円

1,100,000円

230,000円

3,000円

1,533,000円

(1) 入学志願票

(2) 入学志願書

(3) 学習計画書

(4) 卒業・修了( 見込 ) 証明書及び成績証明書

主な提出書類

※詳細は、各入学試験要項で必ずご確認下さい。

［Ⅰ期入試］

出 願 期 間　2018年10月12日（金）～10月22日（月）

入学試験日　2018年11月10日（土）

合格発表日　2018年11月13日（火）

入学手続期間　2018年11月14日（水）～ 11月22日（木）

［Ⅱ期入試］

出 願 期 間　2019年1月11日（金）～1月21日（月）

入学試験日　2019年2月9日（土）

合格発表日　2019年2月13日（水）

入学手続期間　2019年2月14日（木）～2月22日（金）
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グローバル・ガバナンス研究科は、海外からの留学生はもとより、国内からも国際公務員・国際NGO専門家などを目指す人々を受入れ、

地球規模の諸問題（グローバル・イシュー）に関連する各専門分野の能力を高めるとともに、政府、民間企業並びに市民がどのように社

会運営に携わるべきかといったガバナンスの諸課題を研究することを目的とし、2014年4月に開設されました。「公共政策」「国際開発

政策」「地域マネジメント」の3つの専門分野により、「世界がいま必要とする人材」の養成を目指し、カリキュラムは全て英語で実施しま

す。グローバル・ガバナンス研究科の詳細は、ウェブサイト等でご確認ください。

企業・団体等派遣制度

（1）企業・団体等派遣の定義は、次のア・イのとおりです。
ア 受験する者が、派遣される企業・団体に所属してい

ること。
イ 受験する者が合格した場合は、派遣する企業・団体

が学費等の全額または一部を負担し、本研究科に派
遣すること。

（2）出願書類として、通常の出願書類に加え、「派遣証明書」
を提出してください。

企業・団体等派遣制度
企業・団体等派遣者について、職務上などの理由で例外的に
短期(1年)修了を認める場合があります。この場合、通常の出
願書類に加え、「派遣証明書」、「任命権者承諾書」、「リサーチ
ペーパー執筆計画書」が必要です。

短期修了制度

ガバナンス研究科では、年間を通じて様々なイベントを開催し

ています。授業内容や院生生活を垣間見ることができるオープ

ンキャンパスや公開授業、社会情勢に応じたタイムリーな内容

の公開講座、研究・実務において最前線で活躍している方をお

招きしてのシンポジウムなど、いずれも無料でどなたでもご参加

いただけます。各詳細は、ガバナンス研究科ホームページで随時

お知らせします。

オープンキャンパス・公開講座

2018年9月入学試験概要

学費等入学試験日程

※入学金は、初年度のみの納入です。本学卒業生は半額になります。
※学費の納入は半期ごとの分納です。
※学費等に消費税は課税されません。
※2020年度の学費等は未決定です。

入学金

授業料

教育充実料

学生健康保険互助組合費

合計

2019年度 ( 予定）

1,100,000円

230,000円

3,000円

1,333,000円

2018年度（秋学期）

200,000円

550,000円

115,000円

3,000円

868,000円

グローバル・ガバナンス研究科（博士後期課程）

［秋季入試］

出 願 期 間　2018年6月22日（金）～7月2日（月）

入学試験日　2018年7月21日（土）

合格発表日　2018年7月24日（火）

入学手続期間 2018年7月25日（水）～8月2日（木）
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研究科において、所定数の単位を優れた成績をもって修

得したものと認めた者

(10) 本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を

卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、22歳
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出願資格
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募集人員
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（詳細は各入学試験要項で確認）

(2) 面接試問

試験科目

35,000円

入学検定料

※入学金は、初年度のみの納入です。本学卒業生は半額になります。
※学費の納入は半期ごとの分納です。
※学費等に消費税は課税されません。
※2020年度の学費等は未決定です。

学費等

入学金

授業料

教育充実料

学生健康保険互助組合費

合計

2019 年度（予定）

200,000円

1,100,000円
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3,000円
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(1) 入学志願票

(2) 入学志願書
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(4) 卒業・修了( 見込 ) 証明書及び成績証明書
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出 願 期 間　2018年10月12日（金）～10月22日（月）

入学試験日　2018年11月10日（土）

合格発表日　2018年11月13日（火）
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［Ⅱ期入試］

出 願 期 間　2019年1月11日（金）～1月21日（月）

入学試験日　2019年2月9日（土）

合格発表日　2019年2月13日（水）

入学手続期間 2019年2月14日（木）～2月22日（金）
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奨学金・各種支援制度

明治大学ガバナンス研究科給費奨学金

種別
第一種奨学金
（無利子貸与）

第二種奨学金
（有利子貸与）

月額

 50,000円　88,000円から選択

  50,000円　  80,000円
100,000円　130,000円
150,000円　から選択  　

・上限年利率3%（在学中無利子）
・申請時に金利の種類①利率固定型
②利率見直し型を選択
（参考：2017年9月貸与終了者の年利
　率は、固定型約0.14％、利率見直し
　型0.01％）

返還期間等
卒業後無利子返還
（最長 20 年以内）

・卒業後有利子年3%
）限上（  

・元利均等割賦返還
)内以年02長最（  
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（1）採用予定者数・・・入学定員の約半数

（2）給付額・・・年額 200,000円～300,000円

（3）給付期間・・・所定の在籍期間（最短修業年限）。ただし、2 年め

　　　　　　  については、1年めの成績により継続給付を取り

　　　　　　　 消すことがあります。

（4）募集時期・・・優秀な人材を確保する観点から、入学志願と同時

　　　　　　　に募集します。

（5）選考基準・・・入学試験後に、給付適格者を選考します。

（6）採用候補者発表・・・入学試験合格発表時に仮決定し、候補者に

　　　　　　　　　　  のみ通知します。

　　　　　　　　　　入学後に給付金額も含め、最終決定します。

注　明治大学ガバナンス研究科学業奨励助成金及び日本学生

　　支援機構奨学金への併願・併用も可能です。

教育訓練給付金は、労働者の中・長期的なキャリア支援を目的と

した国の制度です。ガバナンス研究科は厚生労働大臣から教育訓

練講座に指定されており、一定の条件を満たした方がハローワー

クと大学で所定の手続きを行うことにより、給付を受けることがで

きます。

（1）専門実践教育訓練講座【日本語コース［夜間開講］】

　　…最大 112万円給付（2年間＋修了時）

（2） 】］講開間昼［）スーコ語英（クッラト・ュシッリグンイ【座講練訓育教般一

　　…最大10万円給付（修了時）

※制度の詳細および受給条件は、最寄りのハローワークにお問い

合わせください。

教育訓練給付金

（1）趣旨…本研究科の教育振興事業のために寄せられた寄付金を　

　　　   原資とし、経済的に困窮した社会人への助成を目的として     

　　　  います。

（2）対象者…ガバナンス研究科に入学する職業人。

　　　　　　（職歴がない者は対象外）

（3）採用予定者数…若干名

（4）助成金額…年額 300,000円を限度とします。

（5）募集時期…入学志願と同時に募集します。（単年度申請。2年次　

　　　　　  には在学生募集あり。）

（6）選考基準…応募者の経済状況、入学試験成績、学業成績、希望理  

　　　　　　由等を基に選考します。

（7）採用者発表…入学後、助成金額を含めて発表します。

注　ガバナンス研究科給費奨学金及び日本学生支援機構奨学金　

　への併願・併用も可能です。

学業奨励助成金

民間・地方公共団体奨学金

民間団体、地方公共団体の教育委員会などが奨学生を募集する

もので、民間団体などの奨学金は給付と貸与、地方公共団体の奨

学金は主に貸与です。募集時期は主に4～5月に集中するので、

入学後、奨学金掲示板で確認してください。

日本学生支援機構奨学金

（1）趣　　旨・・・優れた学生で経済的理由により修学困難な
学生に対して、学資等の貸与を行うことによ
り、国家および社会に有為な人材の育成に
資するとともに、教育の機会均等に寄与する
ことを目的としています。

（2）貸与期間

　  第一種奨学金・・・採用年度の 4 月から、修了までの最短修業

　　　　　　　　　 年限。

　  第二種奨学金・・・採用年度の 4 月から 7 月までの貸与開始

　　　　　　　　　 希望月から、修了までの最短修業年限。

　　注1　第一種奨学金と第二種奨学金の併用は、第二種奨学金

　　　　　の推薦枠に残余がある場合に限り、経済的理由により併

　　　　　用貸与を希望する学生に対して認めることがあります。

　　注 2　新入生には、月額貸与の他に、入学一時金を追加で貸

　　　　　与できる入学時特別増額貸与奨学金制度があります

　　　　　（要件を満たした場合のみ）。貸与額は、10万、20万、

　　　　　30 万、40 万、50 万円から選択できます。詳細は、

　　　　　入学後に奨学金係に確認してください。

秋季入学者は貸与期間等が異なります。詳細は入学手続書類に
同封する「日本学生支援機構の奨学金について（9月入学者用）」
を参照してください。

※2018年7月現在の内容です。今後、内容に変更が生じる場合があります。

貸与額（2018年度）

本大学院学生が学会において研究発表を行う際、下記の場合に

助成金を交付しています。

（1）日本学術会議に登録された学会において、個人研究・共同研究

およびシンポジウム等の報告を行う場合、1名につき毎年度2件、

1件につき35,000円を限度として、交通費の一部について助成

金を交付します。

（2）海外で開催される国際学会において研究発表を行う場合に、

10 万円を限度として助成金を交付します。ただし毎年度内１

め定に）1（、しと件１名 る2件の限度に含まれます。

（3）学会発表参加登録料に対し、1学会3万円を限度として助成金

を交付します。

（1）研究活動の助成

研究活動助成の一環として、年度始めに在学生全員を対象に

研究科窓口にてコピーカード（500枚分）を配付します。

（2）リサーチペーパー作成助成用

リサーチペーパー作成の助成として、修士学位請求論文予備

登録者を対象にコピーカード（200枚分）を配付します。

（3）利用場所

●コピー室・コピーコーナー

（アカデミーコモン7・9・10・11F　利用時間8：30～23：00）

●院生共同研究室コピーコーナー

（14号館共同研究室5F　利用時間7：00～23：00）

●中央図書館コピー室

（1F～B3F　利用時間は図書館開館時間内）

学会発表助成金制度 コピーカード助成制度
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これらの講座は、通学、DVD、通信のいずれかの方法で受講します。

■オリエンテーション
■論文対策
■模試

■基本講座
憲法・行政法・民法・ミクロ経済学・マクロ経済学・
財政学・政治学・数的処理・文章理解

■時事対策
■専門記述対策
法律系・政治系・経済系

■面接指導講座
■官庁訪問対策講座
■模擬面接講座

地方上級・国家一般職主要科目コースに含まれる講座

公務員試験合格に向けた対策について公務員試験合格に向けた対策について

ガバナンス研究科に入学を希望される方のなかには、国家公務

員や地方公務員になることを考えている方もいます。公務員試

験は年々難度が高くなっており、合格を勝ち取るには、独学で準

備するだけでは限界があります。

ガバナンス研究科学生は、専門学校と提携した「明治大学ガバ

ナンス研究科用地方上級・国家一般職主要科目本科生」を受講

することが可能です。

これに加え、ガバナンス研究科の教員や修了生の現役公務員

が、独自に論文及び面接指導を行う講座も実施しています。

自治体議員の政務活動費（旧政務調査費）と公共政策大学院学費

政務活動費（旧政務調査費）を使って通学できます。
自治体議員の政務活動費（旧政務調査費）の使途をめぐっては、かねてより新聞報道による厳しい論評が行われており、その一つに公

共政策大学院の学費の問題がとりあげられたケースがあります。これについては、すでに区議会議員の学費支出の当否を論じた住民

訴訟判例(判例集未登載)があり、そこでは、議員が、政務活動費（旧政務調査費）を用いて、公共政策大学院に学ぶことの意義が高く評

価されています。以下、その内容(地裁判決・高裁判決［本件確定］)をご紹介します。

○「地方分権推進の流れの中で、自治体にも福祉行政、環境行政、都市計画など複雑高度な問題に対する対応能力が要求されるように

なることに鑑み、同会派所属議員の政策立案能力や法務能力の向上を図るため、同会派の議員‥‥を明治大学公共政策大学院ガバナ

ンス研究科に派遣したことが認められ、こうした経緯に同ガバナンス研究科の前記研究、教育内容に照らせば、(議員の)通学は、(議員)

個人の能力を高め、それを区員)個人の知識、能力の取得にとどまるものであるということは到底できない。したがって、控訴人(原告)の

（政務調査費の目的外使用との）主張は理由がない」(東京高裁平成18年11月8日／平成18年(行コ)第211号)」｡



奨学金・各種支援制度

明治大学ガバナンス研究科給費奨学金

種別
第一種奨学金
（無利子貸与）

第二種奨学金
（有利子貸与）

月額

  50,000円　88,000円から選択

  50,000円　  80,000円
100,000円　130,000円
150,000円　から選択  　

・上限年利率3%（在学中無利子）
・申請時に金利の種類①利率固定型
  ②利率見直し型を選択
（参考：2017年9月貸与終了者の年利
　率は、固定型約0.14％、利率見直し
　型0.01％）

返還期間等
卒業後無利子返還
（最長 20 年以内）

・卒業後有利子年3%
）限上（  

・元利均等割賦返還
)内以年02長最（  
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（1）採用予定者数・・・入学定員の約半数

（2）給付額・・・年額 200,000円～300,000円

（3）給付期間・・・所定の在籍期間（最短修業年限）。ただし、2 年め

　　　　　　  については、1年めの成績により継続給付を取り

　　　　　　　 消すことがあります。

（4）募集時期・・・優秀な人材を確保する観点から、入学志願と同時

　　　　　　　に募集します。

（5）選考基準・・・入学試験後に、給付適格者を選考します。

（6）採用候補者発表・・・入学試験合格発表時に仮決定し、候補者に

　　　　　　　　　　  のみ通知します。

　　　　　　　　　　入学後に給付金額も含め、最終決定します。

注　明治大学ガバナンス研究科学業奨励助成金及び日本学生

　　支援機構奨学金への併願・併用も可能です。

教育訓練給付金は、労働者の中・長期的なキャリア支援を目的と

した国の制度です。ガバナンス研究科は厚生労働大臣から教育訓

練講座に指定されており、一定の条件を満たした方がハローワー

クと大学で所定の手続きを行うことにより、給付を受けることがで

きます。

（1）専門実践教育訓練講座【日本語コース［夜間開講］】

　　…最大 112万円給付（2年間＋修了時）

（2） 】］講開間昼［）スーコ語英（クッラト・ュシッリグンイ【座講練訓育教般一

　　…最大10万円給付（修了時）

※制度の詳細および受給条件は、最寄りのハローワークにお問い

合わせください。

教育訓練給付金

（1）趣旨…本研究科の教育振興事業のために寄せられた寄付金を　

　　　   原資とし、経済的に困窮した社会人への助成を目的として      

　　　  います。

（2）対象者…ガバナンス研究科に入学する職業人。

　　　　　　（職歴がない者は対象外）

（3）採用予定者数…若干名

（4）助成金額…年額 300,000円を限度とします。

（5）募集時期…入学志願と同時に募集します。（単年度申請。2年次　

　　　　　  には在学生募集あり。）

（6）選考基準…応募者の経済状況、入学試験成績、学業成績、希望理  

　　　　　　由等を基に選考します。

（7）採用者発表…入学後、助成金額を含めて発表します。

注　ガバナンス研究科給費奨学金及び日本学生支援機構奨学金　

　への併願・併用も可能です。

学業奨励助成金

民間・地方公共団体奨学金

民間団体、地方公共団体の教育委員会などが奨学生を募集する

もので、民間団体などの奨学金は給付と貸与、地方公共団体の奨

学金は主に貸与です。募集時期は主に4～5月に集中するので、

入学後、奨学金掲示板で確認してください。

日本学生支援機構奨学金

（1）趣　　旨・・・優れた学生で経済的理由により修学困難な
 学生に対して、学資等の貸与を行うことによ
 り、国家および社会に有為な人材の育成に
 資するとともに、教育の機会均等に寄与する
 ことを目的としています。

（2）貸与期間

　  第一種奨学金・・・採用年度の 4 月から、修了までの最短修業

　　　　　　　　　 年限。

　  第二種奨学金・・・採用年度の 4 月から 7 月までの貸与開始

　　　　　　　　　 希望月から、修了までの最短修業年限。

　　注1　第一種奨学金と第二種奨学金の併用は、第二種奨学金

　　　　　の推薦枠に残余がある場合に限り、経済的理由により併

　　　　　用貸与を希望する学生に対して認めることがあります。

　　注 2　新入生には、月額貸与の他に、入学一時金を追加で貸

　　　　　与できる入学時特別増額貸与奨学金制度があります

　　　　　（要件を満たした場合のみ）。貸与額は、10万、20万、

　　　　　30 万、40 万、50 万円から選択できます。詳細は、

　　　　　入学後に奨学金係に確認してください。

秋季入学者は貸与期間等が異なります。詳細は入学手続書類に
同封する「日本学生支援機構の奨学金について（9月入学者用）」
を参照してください。

※2018年7月現在の内容です。今後、内容に変更が生じる場合があります。

貸与額（2018年度）

本大学院学生が学会において研究発表を行う際、下記の場合に

助成金を交付しています。

（1）日本学術会議に登録された学会において、個人研究・共同研究

およびシンポジウム等の報告を行う場合、1名につき毎年度2件、

1件につき35,000円を限度として、交通費の一部について助成

金を交付します。

（2）海外で開催される国際学会において研究発表を行う場合に、

10 万円を限度として助成金を交付します。ただし毎年度内１

め定に）1（、しと件１名 る2件の限度に含まれます。

（3）学会発表参加登録料に対し、1学会3万円を限度として助成金

を交付します。

（1）研究活動の助成

研究活動助成の一環として、年度始めに在学生全員を対象に

研究科窓口にてコピーカード（500枚分）を配付します。

（2）リサーチペーパー作成助成用

リサーチペーパー作成の助成として、修士学位請求論文予備

登録者を対象にコピーカード（200枚分）を配付します。

（3）利用場所

●コピー室・コピーコーナー

　（アカデミーコモン7・9・10・11F　利用時間8：30～23：00）

●院生共同研究室コピーコーナー

　（14号館共同研究室5F　利用時間7：00～23：00）

●中央図書館コピー室

　（1F～B3F　利用時間は図書館開館時間内）

学会発表助成金制度 コピーカード助成制度
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これらの講座は、通学、DVD、通信のいずれかの方法で受講します。

■オリエンテーション
■論文対策
■模試

■基本講座
　憲法・行政法・民法・ミクロ経済学・マクロ経済学・
　財政学・政治学・数的処理・文章理解

■時事対策
■専門記述対策
　法律系・政治系・経済系

■面接指導講座
■官庁訪問対策講座
■模擬面接講座

地方上級・国家一般職主要科目コースに含まれる講座

公務員試験合格に向けた対策について公務員試験合格に向けた対策について

ガバナンス研究科に入学を希望される方のなかには、国家公務

員や地方公務員になることを考えている方もいます。公務員試

験は年々難度が高くなっており、合格を勝ち取るには、独学で準

備するだけでは限界があります。

ガバナンス研究科学生は、専門学校と提携した「明治大学ガバ

ナンス研究科用地方上級・国家一般職主要科目本科生」を受講

することが可能です。

これに加え、ガバナンス研究科の教員や修了生の現役公務員

が、独自に論文及び面接指導を行う講座も実施しています。

自治体議員の政務活動費（旧政務調査費）と公共政策大学院学費

政務活動費（旧政務調査費）を使って通学できます。
自治体議員の政務活動費（旧政務調査費）の使途をめぐっては、かねてより新聞報道による厳しい論評が行われており、その一つに公

共政策大学院の学費の問題がとりあげられたケースがあります。これについては、すでに区議会議員の学費支出の当否を論じた住民

訴訟判例(判例集未登載)があり、そこでは、議員が、政務活動費（旧政務調査費）を用いて、公共政策大学院に学ぶことの意義が高く評

価されています。以下、その内容(地裁判決・高裁判決［本件確定］)をご紹介します。

○「地方分権推進の流れの中で、自治体にも福祉行政、環境行政、都市計画など複雑高度な問題に対する対応能力が要求されるように

なることに鑑み、同会派所属議員の政策立案能力や法務能力の向上を図るため、同会派の議員‥‥を明治大学公共政策大学院ガバナ

ンス研究科に派遣したことが認められ、こうした経緯に同ガバナンス研究科の前記研究、教育内容に照らせば、(議員の)通学は、(議員)

個人の能力を高め、それを区員)個人の知識、能力の取得にとどまるものであるということは到底できない。したがって、控訴人(原告)の

（政務調査費の目的外使用との）主張は理由がない」(東京高裁平成18年11月8日／平成18年(行コ)第211号)」｡
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